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議案第７６号 令和元年度習志野市一般会計補正予算（第３号） 

 

１ 歳入歳出補正予算 補正前 ６４１億１,７４４万２千円 

 補正額      ５億１,０４７万２千円 

 補正後 ６４６億２,７９１万４千円 

（歳出概要）・障害者総合支援法に基づく給付事業 

     ・児童福祉法に基づく給付事業 

     ・災害等廃棄物処理事業 

     ・強い農業・担い手づくり総合支援交付事業 

     ・交通安全施設整備事業 

     ・（仮称）鷺沼地区土地区画整理事業 

     ・被災住宅修繕緊急支援事業 

     ・予備費 

     ・事業費確定に伴う国県支出金過年度分返還金（３事業） 

     ・給与改定及び決算調整による人件費 

２ 繰越明許費 

                          （単位：千円） 

款 項 事業名 金額 

６ 農林水産業費 １ 農業費 
強い農業・担い手づくり 

総合支援交付事業 
54,000 

８ 土木費 ４ 住宅費 被災住宅修繕緊急支援事業 54,000 

３ 債務負担行為 

（追加） 

事  項 期間 限度額 

谷津干潟自然観察センター等 

指定管理料 
６年 

委託料３億円に消費税及び 

地方消費税を加えた額の範囲内 

習志野文化ホール指定管理料 ４年 
委託料４億３０９万３千円に消費税及び 

地方消費税を加えた額の範囲内 

 

議案第７７号 令和元年度習志野市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

１ 歳入歳出補正予算 補正前 １１７億８,０３６万５千円 

 補正額      ２億６,７９０万４千円 

 補正後 １２０億４,８２６万９千円 

（歳出概要）・介護給付費準備基金積立金 

     ・償還金 
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議案第７８号 習志野市森林環境譲与税基金条例の制定について 

「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」の制定により、森林の整備及びそ

の促進に関する施策を使途として、国から森林環境譲与税が譲与されることとなりまし

た。 

このことに伴い、この森林環境譲与税を財源として、本市が森林の整備、木材の利用

の促進その他の森林の整備の促進に関する施策に要する費用に充てるため、新たに「習

志野市森林環境譲与税基金」を設置するものです。 

 

（施行期日） 

公布の日から施行します。 

 

議案第７９号 習志野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 別表において、総務部嘱託医を新たに区分します。 

総務部嘱託医 日額 ２９，１００円 

２ その他文言整理をします。 

（施行期日） 

令和２年４月１日から施行します。 

議案第８０号 習志野市自転車等の放置防止に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

適正な受益者負担を確保する観点から、「習志野市使用料・手数料等の単価の積算

基準」に基づき３年ごとの見直しを行ったことにより、次のように放置自転車等の移送保

管料及び自転車等駐車場の年間利用整理手数料を改定するものです。 

１ 放置自転車等の移送保管料の改正 

区分 改正前 改正後 

自転車 ２,５８０円 ２,６５０円 

原動機付自転車 ５,１６０円 ５,３００円 
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２ 自転車等駐車場の年間利用整理手数料の改正 
単位：円 

※ 屋根あり A・B の区分の適用については、規則で定めます。 

３ その他文言整理をします。 

 

（施行期日） 

令和２年４月１日から施行します。 

 

議案第８１号 習志野市建築関係手数料条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」の改正により、複数建築物に

係る建築物エネルギー消費性能向上計画の認定が創設されたことに伴い、次の手数

料について規定するものです。 

１ 複数建築物に係る建築物エネルギー消費性能向上計画認定申請手数料 

２ 複数建築物に係る建築物エネルギー消費性能向上計画変更認定申請手数料 

（施行期日） 

公布の日から施行します。 

種別 区分 利用者 

改正前 改正後 

市民 

(市民以外の者) 

市民 

(市民以外の者) 

自転車 

※ 

屋根 

あり 

Ａ 

一般 

新設 

１０,９６０ 

（２１,９２０） 

高校生以下 
５,４７０ 

（１０,９６０） 

Ｂ 

一般 
７,４４０ 

（１４,８８０） 

７,８５０ 

（１５,７００） 

高校生以下 
３,７２０ 

（７,４４０） 

３,９２０ 

（７,８５０） 

屋根なし 

一般 
４,４７０ 

（８,９４０） 

４,７２０ 

（９,４４０） 

高校生以下 
２,２３０ 

（４,４７０） 

２,３６０ 

（４,７２０） 

原動機付

自転車 

※ 

屋根 

あり 

Ａ 

全員 

新設 
１７,５５０ 

（３５,１００） 

Ｂ 
１１,９１０ 

（２３,８２０） 

１２,５７０ 

（２５,１４０） 

屋根なし 
７,１４０ 

（１４,２８０） 

７,５４０ 

（１５,０８０） 



令和元年第４回定例会議案概要 
 

議案第８２号 習志野市教育機関設置及び管理に関する条例の一部を改正する

等の条例の制定について 

大久保地区公共施設再生事業により、習志野市生涯学習複合施設「プラッツ習

志野」を整備することに伴い、既存の施設を機能集約した上で閉館するため、関

係条例を、次のとおり一括して改正等するものです。 

１ 習志野市教育機関設置及び管理に関する条例 

習志野市屋敷公民館、習志野市立藤崎図書館及び習志野市あづまこども会館

を閉館します。 

２ 習志野市生涯学習地区センターの設置及び管理に関する条例 

条例を廃止し、習志野市生涯学習地区センターゆうゆう館を閉館します。 

３ 習志野市使用料条例 

習志野市屋敷公民館及び習志野市生涯学習地区センターゆうゆう館の閉館に

伴い、文言整理をします。 

（施行期日） 

令和２年４月１日から施行します。 

 

議案第８３号 習志野市青年館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例の制

定について 

藤崎青年館について、「習志野市公共施設再生計画」に基づき、青年館としての機

能を停止することに伴い、「習志野市青年館の設置及び管理に関する条例」を廃止する

ものです。 

今後は、建物を地域に移管し、青少年健全育成を含むコミュニティ活動の場として有

効利用します。 

（施行期日） 

令和２年４月１日から施行します。 

 

議案第８４号 訴えの提起について（改良住宅明渡等請求事件） 

改良住宅の明渡し等の請求に関し、次のとおり訴えを提起するものです。 

 

１ 請求の趣旨 

 (１) 相手方は、市に対し、改良住宅泉団地を明け渡すこと。 

 (２) 相手方は、市に対し、滞納家賃等を支払うこと。 

 (３) 訴訟費用は、相手方の負担とする。 

２ 事件の要旨（事件の概要、訴えの提起の理由） 

相手方は、平成３０年夏頃から改良住宅泉団地での居住実態が確認できなくなっ

た後、当該改良住宅の家賃を長期にわたり滞納しており、これらを支払わなかったた

め、訴えにより改良住宅の明渡し等を求めるものです。 
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議案第８５号 固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求めること

について 

次の者を固定資産評価審査委員会の委員として選任することについて、地方税法

第４２３条第３項の規定に基づき、同意を求めるものです。 

 

住  所  習志野市袖ケ浦 

氏  名  齊 藤 雅 幸（さいとう まさゆき） 

任  期  ３年（再任） 

 

議案第８６号 ＰＦＩ事業契約の変更について（大久保地区公共施設再生事業） 

平成２９年第１回定例会において議決を得て、習志野大久保未来プロジェクト株式会

社と締結した大久保地区公共施設再生事業のＰＦＩ事業契約について、契約書第６７条

の規定に基づき、次のとおり契約金額を変更するものです。 

変更前 変更後 

７２億８，３８４万６，７８６円※ 

７２億６，３７９万６，９４３円に維持管理

費及び運営費に係る物価の変動による

増減がなされた額 

※ 令和元年第３回定例会において議決を得て、当初契約金額「７２億３,５８９万２,０００

円」から変更した後の金額 

 

【変更理由】  

習志野市中央公民館、習志野市立中央図書館等、引渡しを受けた一部施設の施

設整備費の分割払い分に係る金利が確定したことによるもの、併せて、維持管理費

及び運営費に係る物価の変動が生じる可能性があることから、当該変動による増減

がなされた額とするものです。 
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議案第８７号 財産の取得について（ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場建

物） 

ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場建物を取得するものです。 

 

１ 取得する建物の表示 

 所 在 地 数 量 

習志野市谷津一丁目１３４０番２４

の一部 
専有部分４,１６４.２０㎡及び共有持分部分 

２ 取 得 の 目 的  ＪＲ津田沼駅南口第二自転車等駐車場建物 

３ 取 得 価 格  ４億７,４２６万５,１０１円 

※参考 土地（約 291.85 ㎡）の取得価格：１億 6,884 万 9,908 円 

      合計 ６億４,３１１万５,００９円 

「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得等に関する条例」

第３条において、土地については予定価格 2,000 万円以上かつ

5,000 ㎡以上のものに限り議決を要するものとしていることから、

本議案には含めておりません。 

４ 取 得 の相 手 方  東京都千代田区大手町一丁目９番２号 

三菱地所レジデンス株式会社 

東京都新宿区西新宿一丁目２６番２号 

野村不動産株式会社 

千葉市中央区中央一丁目１１番１号 

千葉中央ツインビル１号館１１階 

三井不動産レジデンシャル株式会社 千葉支店 

 

議案第８８号 財産の処分について（芝園二丁目市有地） 

芝園二丁目市有地を売却するものです。 

 

１ 売却する土地の表示 

所 在 地  地 目 数 量 

習志野市芝園二丁目１番９２ 雑種地 １４，００８．５４㎡ 

２ 売 却 の 方 法  一般競争入札 

３ 売 却 価 格  ５２億３００万円 

４ 売 却 の相 手 方  東京都中央区八重洲一丁目９番９号 

東京建物株式会社 
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議案第８９号 市道の路線認定について 

認定する路線は、１路線です。 

 

認定 １路線 

認 定 理 由 路 線 名 

都市計画道路３・４・８号菊田

台谷津線の事業化に伴うもの 
谷津六丁目 ００－１２５号線 

 
 

議案第９０号 指定管理者の指定について（谷津干潟自然観察センター等） 

（公の施設の名称） 

谷津干潟自然観察センター、谷津干潟公園センターゾーン及び谷津干潟公園 

駐車場 

（指定管理者） 

谷津干潟ワイズユース・パートナーズ 

代表者 東京都豊島区南池袋一丁目１６番１５号 

西武造園株式会社 

構成員 東京都東村山市栄町二丁目２８番５号 

特定非営利活動法人 生態教育センター 

構成員 千葉市中央区都町３３番地の１ 

林造園土木株式会社 

 

（指定の期間） 

令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで（５年間） 

議案第９１号 指定管理者の指定について（習志野市習志野文化ホール） 

（公の施設の名称） 

習志野市習志野文化ホール 

（指定管理者） 

習志野市谷津一丁目１６番１号 

公益財団法人 習志野文化ホール 

 

（指定の期間） 

令和２年４月１日から令和５年３月３１日まで（３年間） 
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期末手当を年間４.４５月から０.０５月分引き上げ、年間４.５月とするもので

す。 

対象年度 ６月期 １２月期 

本年度 2.225 月 
2.275 月 

(現行 2.225 月) 

令和２年度 

以後 

2.25 月 

（現行 2.225 月） 

2.25 月 

(改正前 2.275 月) 

（施行期日等） 

令和元年度の期末手当については、公布の日から施行し、令和元年１２月１日

から適用します。 

令和２年度以後の期末手当については、令和２年４月１日から施行します。 

 

議案第９３号 習志野市特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

期末手当を年間４.４５月から０.０５月分引き上げ、年間４.５月とするもので

す。 

対象年度 ６月期 １２月期 

本年度 2.225 月 
2.275 月 

(現行 2.225 月) 

令和２年度 

以後 

2.25 月 

（現行 2.225 月） 

2.25 月 

(改正前 2.275 月) 

（施行期日等） 

令和元年度の期末手当については、公布の日から施行し、令和元年１２月１日

から適用します。 

令和２年度以後の期末手当については、令和２年４月１日から施行します。 

 

議案第９４号 習志野市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条

例の制定について 

人事院勧告及び千葉県人事委員会勧告に準じ、次のように改正します。 

 

１ 給料月額を増額改定します。 

 (１) 行政職給料表平均改定率 ０.１％ 

 (２) 初任給（月額）  

区 分 改正前 改正後 

大学卒 １８万７,２００円 １８万８,７００円 

短大卒 １６万７,２００円 １６万８,９００円 

高校卒 １５万３,０００円 １５万４,９００円 

 

議案第９２号 習志野市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 
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２ 再任用以外の職員に支給される勤勉手当を年間１.８５月から０.０５月分引

き上げ、年間１.９月とするものです。 

区分 対象年度 ６月期 １２月期 

再任用以外

の職員 

本年度 勤勉手当 0.925 月 
0.975 月 

（現行 0.925 月） 

令和２年度

以後 
勤勉手当 

0.95 月 

（現行 0.925 月） 

0.95 月 

（改正前 0.975 月） 

 

３  住居手当の支給対象となる家賃額の下限及び手当額の上限を引き上げるもので

す。なお、住居手当額が２,０００円を超える減額となる職員に対し、１年間の経過措

置を設けます。 

 改正前 改正後 

家賃額の下限 １２,０００円 １６,０００円 

支給額の上限 ２７,０００円 ２８,０００円 

 

４ その他文言整理をします。 

 

（施行期日等） 

令和元年度の給料月額については、公布の日から施行し、平成３１年４月１日

から適用します。 

令和元年度の勤勉手当については、公布の日から施行し、令和元年１２月１日

から適用します。 

令和２年度以後の勤勉手当及び住居手当については、令和２年４月１日から施

行します。 

 


